
※基準価額は信託報酬控除後の値です。

ファンド設定日：2007年7月25日

※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして算出しています。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。

※収益分配金は1万口当たりの金額です。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

追加型投信／海外／株式

800円

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年7月31日基準

運用実績

基準価額 11,062円 前月末比 ＋501円 10,261百万円

基準価額等の推移 資産構成（単位：百万円）

金額 比率

純資産総額

ＬＧＭ　インド株・
マザーファンド 4,006 39.0％

ステイト・バンク・オブ・
インディア　インド株・
マザーファンド

4,095 39.9％

ＳＢＩＡＭ
インド株・マザーファンド 303 3.0％

ＳＢＩＡＭ
ベトナム株・マザーファンド 1,410 13.7％

現金等 447 4.4％

-5.23％ 7.67％ 17.83％ 107.19％

設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月 １年

設定来累計
決算日 2016/6/6 2016/12/5 2017/6/5 2017/12/4 2018/6/4

第21期決算期 第18期 第19期 第20期

0円

ファンド

分配金 0円 0円 0円 0円

第22期

収益分配金（税引前）推移

※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、
   マイナスとなる場合があります。

期間収益率

３年 ５年
19.31％ 4.74％ 0.13％
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※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

　当月のインド市場は、株式は上昇し、為替も円安に振れたことから、円ベースのリターンはプラスとなりました（ムンバイ100種指数＋7.38％、
SENSEX指数＋7.67％）。

　当ファンドの運用状況は、ＬＧＭ　インド株・マザーファンドは前月末比＋5.80％、ステイト・バンク・オブ・インディア　インド株・マザーファンドは
同＋7.05％、当社運用部分であるＳＢＩＡＭインド株・マザーファンドは＋7.80％とそれぞれ上昇しました。
　ＬＧＭ　インド株・マザーファンド及びステイト・バンク・オブ・インディア　インド株・マザーファンドは市場を下回るパフォーマンスとなったものの、当社運
用部分であるＳＢＩＡＭインド株・マザーファンドは市場を上回るパフォーマンスとなりました。

　ベトナム市場は、為替は横ばいで推移した一方、株式が小幅反落となったことから、円ベースのリターンは若干のマイナスとなりました（VN指数
▲0.80％）。ＳＢＩＡＭベトナム株・マザーファンドは、前月末比▲1.82％下落し、市場を下回りました。

　各マザーファンドの資産配分は、当月末時点でステイト・バンク・オブ・インディア　インド株・マザーファンドが39.9％、ＬＧＭ　インド株・マザーファン
ドが39.0％、ＳＢＩＡＭインド株・マザーファンドが3.0％、ＳＢＩＡＭベトナム株・マザーファンドが13.7％となりました。当月末におけるインド、
ベトナムの構成比に関しては、インド運用部分が増加した一方、ベトナム運用部分は減少しました。

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年7月31日基準
追加型投信／海外／株式

当月のファンドの運用状況

組入資産の状況 実質組入資産の状況

*1：ステイト・バンク・オブ・インディア インド株・マザーファンド
*2：ＬＧＭ　インド株・マザーファンド
※本ファンドの純資産総額に対する比率です。
※各比率の合計が四捨五入の関係で100%にならない場合があります。
※「現金・その他」には未払金を含むためマイナス表示になる場合があります。

※実質組入資産は、各運用部分（ＬＧＭ、ステイト、ＳＢＩＡＭインド及び
　 ＳＢＩＡＭベトナム）を通じて投資している資産を合計したものです。
※本ファンドの純資産総額に対する比率です。
※各比率の合計が四捨五入の関係で100%にならない場合があります。

ステイト*1
39.9%

ＬＧＭ*2
39.0%

ＳＢＩＡＭ
インド
3.0%

ＳＢＩＡＭ
ベトナム
13.7%

現金等
4.4%

インド株式
79.8%

ベトナム
株式

13.6%

インドルピー
現金
2.1%

ベトナムドン
現金
0.1%

円現金等
4.4%
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ファンド設定日：2007年7月25日

※各比率の合計が四捨五入の関係で100％にならない場合があります。

※組入比率はいずれもマザーファンドの純資産総額比です。
※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

5 マルチ･スズキ･インディア 自動車・自動車部品 4.2％

組入銘柄数 64銘柄

3 ＨＤＦＣ 銀行 4.9％

4 アクシス銀行 銀行 4.4％

1 リライアンス・インダストリーズ エネルギー 8.0％

2 インフォシス ソフトウェア・サービス 6.3％

15.90％ 129.07％

業種別組入比率 組入上位5銘柄
銘柄名 業種 比率

63.76％ 7.05％ 1.56％ -5.92％ 4.10％

現金等 1.5％

期間収益率
設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月 １年 ３年 ５年

追加型投信／海外／株式

組入れファンドの状況① －ステイト・バンク・オブ・インディア　インド株・マザーファンド－
※ 本ファンドの主要投資対象であるステイト・バンク・オブ・インディア　インド株・マザーファンドは、ＳＢＩ ファンズ・マネジメント・プライベート・リミテッド
に運用を再委託しています。

基準価額等の推移 基準価額 純資産総額

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年7月31日基準

インド株式 98.5％

16,376円 4,564百万円

前月末比

＋1,078円

資産別構成比率
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基準価額

※参考指標は、MSCIエマージング・マーケット・インディア・ローカルに為替レート
（インドルピー／円）を掛け合わせたものです。

※基準価額及び参考指標は、設定日（2007年7月25日）を100として
指数化しています。
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ファンド設定日：2007年7月25日

※各比率の合計が四捨五入の関係で100％にならない場合があります。

※組入比率はいずれもマザーファンドの純資産総額比です。
※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。
※HDFC銀行はHDFCのグループ企業です。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

組入銘柄数 26銘柄

4 イエス銀行 銀行 5.4％

5 コタック・マヒンドラ銀行 各種金融 5.4％

2 ＩＴＣ 食品・飲料・タバコ 6.2％

3 ＩＣＩＣＩ銀行 銀行 5.8％

業種別組入比率 組入上位5銘柄
銘柄名 業種 比率

1 ＨＤＦＣ銀行 銀行 6.2％

３年 ５年
33.83％ 176.52％

１年
82.17％ 5.80％ 3.25％ 0.76％ 13.88％

期間収益率
設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月

現金等 3.8％

組入れファンドの状況② －ＬＧＭ　インド株・マザーファンド－
※ 本ファンドの主要投資対象であるＬＧＭ　インド株・マザーファンドは、ＬＧＭ・インベストメンツ・リミテッドに運用を再委託しています。

基準価額等の推移 基準価額 純資産総額
18,217円 4,007百万円

前月末比

＋999円

資産別構成比率
インド株式 96.2％

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年7月31日基準

※参考指標（円ベース）は、ムンバイ100指数に為替レート （インドルピー／円）を
掛け合わせたものです。

※基準価額及び参考指標（円ベース）は、設定日の2007年7月25日を100として
指数化しています。
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ファンド設定日：2007年7月25日

※各比率の合計が四捨五入の関係で100％にならない場合があります。

※組入比率はいずれもマザーファンドの純資産総額比です。
※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。
※HDFC銀行はHDFCのグループ企業です。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

組入銘柄数 31銘柄

4 インフォシス ソフトウェア・サービス 6.9％

5 ＩＴＣ 食品・飲料・タバコ 6.8％

2 リライアンス・インダストリーズ エネルギー 10.1％

3 ＨＤＦＣ 銀行 9.2％

業種別組入比率 組入上位5銘柄
銘柄名 業種 比率

1 ＨＤＦＣ銀行 銀行 11.8％

３年 ５年
15.08％ 101.49％

１年
22.97％ 7.80％ 7.38％ -0.69％ 9.59％

期間収益率
設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月

現金等 0.9％

組入れファンドの状況③ －ＳＢＩＡＭ　インド株・マザーファンド－

基準価額等の推移 基準価額 純資産総額
12,297円 303百万円

前月末比

＋890円

資産別構成比率
インド株式 99.1％

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年7月31日基準

※参考指標（円ベース）は、SENSEX指数(配当込み)に為替レート
（インドルピー／円）を掛け合わせたものです。

※基準価額及び参考指標（円ベース）は、設定日の2007年7月25日を100として
指数化しています。
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ファンド設定日：2007年7月25日

※各比率の合計が四捨五入の関係で100％にならない場合があります。

※組入比率はいずれもマザーファンドの純資産総額比です。
※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

組入銘柄数 21銘柄

4 ベトナム航空総公社 運輸 7.0％

5 ペトロベトナムガス 公益事業 6.3％

2 ビングループ 不動産 15.0％

3 ベトコムバンク 銀行 8.2％

業種別組入比率 組入上位5銘柄
銘柄名 業種 比率

1 ベトナム乳業 食品・飲料・タバコ 16.7％

３年 ５年
44.93％ 115.06％

１年
7.55％ -1.82％ -9.16％ -14.93％ 23.42％

期間収益率
設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月

現金等 0.8％

組入れファンドの状況④ －ＳＢＩＡＭ　ベトナム株・マザーファンド－

基準価額等の推移 基準価額 純資産総額
10,755円 1,410百万円

前月末比

▲199円

資産別構成比率
ベトナム株式 99.2％

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年7月31日基準
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基準価額

※参考指標（円ベース）は、VN指数に為替レート（ベトナムドン／円）を
掛け合わせたものです。

※基準価額及び参考指標（円ベース）は、設定日の2007年7月25日を100として
指数化しています。
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※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

●ステイト・バンク・オブ・インディア　インド株・マザーファンド

＜当月の市場動向・ファンドの運用状況＞
  ステイト・バンク・オブ・インディア・インド株マザー・ファンドは、2018年7月31日時点で純資産の約98.5％をインド株式に投資してお
り、保有銘柄数は64銘柄となっています。

　当月はファンドの収益率が参考指標を下回りました。

　ファンドは、金融、資本財、一般消費財の組入比率が高く、ソフトウェア・サービス、生活必需品、エネルギーの組入比率が低くなってい
ます（対参考指標比）。ファンドのポートフォリオ中、当月に市場平均を上回る収益率を上げた銘柄は、バローダ銀行、バジャジ・ファイ
ナンス、MCX(インド・マルチ商品取引所)などでした。一方、コタック・マヒンドラ銀行、ガネーシャ・エコスフィア、JKラクシュミ・セメントなど
は、市場平均を下回る収益率となりました。

＜今後の運用方針＞
  引き続き、ボトムアップ・アプローチによる銘柄選定を続けることが収益機会を得る一番の方法だと我々は考えています。
　今後3-6カ月間並びに今後1年間のインド株式市場の見通しに関して、我々は前向きな見方をしています。

●ＬＧＭ　インド株・マザーファンド

＜当月の市場動向・ファンドの運用状況＞
　当月のインド株式市場は、堅調推移となり、参考指標とするムンバイ100種株価指数は前月末比＋5.8％上昇しました（現地通
貨ベース）。当月のＬＧＭ インド株・マザーファンドの収益率も同+4.2％と堅調推移となりましたが、参考指標を下回りました。（報
酬控除前、現地通貨ベース）。
　当月は、生活必需品の組入比率を増加させていたことに加えて、一般消費財関連の銘柄選択がファンド収益に寄与した一方、エネ
ルギーとヘルスケアセクターの組入比率を低下させていたことや金融と生活必需品の銘柄選択がファンド収益を低下させる格好となりまし
た。絶対収益ベースでは、ITC、バジャジ・ファイナンス、ICICI銀行などがファンド収益にプラス寄与した一方、ユナイテッド・スピリッツ、ジョ
シー・ラボラトリーズ、シュリラム・シティ・ユニオン・ファイナンスなどはマイナス寄与となりました。
　当月は、ポートフォリオに大きな変更はありませんでした。

＜今後の運用方針＞
　世界第7位の経済規模を持つインドは、「真の」新興国市場です。1人当たりGDPは2,000ドルを下回っているものの、経済の急成長
は続いています。健全な民主主義や効果的な政策決定に加えて、好ましい人口動態やマクロ経済の改善は、インド経済や株式市場
の見通しを長期的に下支えしています。我々は、引き続きインドには長期的な投資機会があり、質の高いインド企業は魅力的な投資
先と考えています。
　我々の短期的な投資戦略は、インドの長期的な成長見通しを捉えるものになっています。引き続きボトムアップ・アプローチにより質の
高いインド企業への長期投資に注力する方針です。我々は、投資先企業の質を重視する投資哲学やボトムアップ・アプローチを採用
し、国内重視のインド企業を選好していることから、生活必需品、一般消費財関連、金融の組入比率を高め、エネルギー、公益事業、
ヘルスケア、IT、通信の組入比率を低下させています。

追加型投信／海外／株式

各組入れファンドの当月の運用状況及び今後の運用方針

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年7月31日基準
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※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

●ＳＢＩＡＭ　インド株・マザーファンド

＜当月の市場動向・ファンドの運用状況＞
　ＳＥＮＳＥＸ指数を構成する大型株31銘柄を組入れ、同指数並みまたは同指数を上回るパフォーマンスの確保を目指して運用を
行っております。当月は、指数を若干上回るパフォーマンスとなりました。

＜今後の運用方針＞
　引き続き、ＳＥＮＳＥＸ指数を構成する銘柄を組入れ、同指数並みまたは同指数を上回るパフォーマンスの確保を目指して運用を
行います。

●ＳＢＩＡＭ　ベトナム株・マザーファンド

＜当月の市場動向・ファンドの運用状況＞
　引き続き、金融や資源関連株の組入比率は少なめとし、消費関連株への組入比率を多めに維持しました。ベトナム運用部分の現
金比率は、0.8％としました。

＜今後の運用方針＞
　引き続き、ベトナムの証券取引所で上場または取引されている株式等を主要投資対象とし、収益性や成長性及び流動性等を総合
的に勘案した銘柄に厳選投資いたします。

各組入れファンドの当月の運用状況及び今後の運用方針

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年7月31日基準
追加型投信／海外／株式
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※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

前月末比
956.39 ▲0.46％ 

※ＳＥＮＳＥＸ指数、ムンバイ100種株価指数、ＶＮ指数は
   いずれもブルームバーグのデータを基にＳＢＩアセットマネジメント
   が作成

当月のＶＮ指数の推移

月末値

月末値 前月末比

11,625.85

当月のムンバイ100種株価指数の推移

当月のＳＥＮＳＥＸ指数の推移

＋5.81％

月末値 前月末比
37,606.58 ＋6.16％

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年7月31日基準

参考情報　―インド及びベトナムの主要株価指数の推移―
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#

#

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

※為替レートは、いずれも一般社団法人投資信託協会が発表する
　 対顧客電信売買相場仲値を採用しています。

ベトナムドン／円 0.0048円 ＋0.00％

前月末比

インドルピー／円 1.63円 ＋0.62％

参考情報　―インド及びベトナムの為替推移―

レート 前月末比

レート

当月の為替推移（インド）

当月の為替推移（ベトナム）

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年7月31日基準

1.550

1.600

1.650

1.700

1.750

（インドルピー／円）

インドルピー高／
円安

インドルピー安／
円高

0.00460

0.00470

0.00480

0.00490

0.00500

0.00510

ベトナムドン高／
円安

ベトナムドン安／
円高

（ベトナムドン／円）
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

為替変動リスク マザーファンドは外貨建資産を保有し、マザーファンド及び本ファンドは原則として為替ヘッジを行いませんので、投資対象
国や投資対象資産の通貨が対円で円高となった場合には、基準価額は影響を受け、大きく損失を被ることがあります。

投資リスク

基準価額の変動要因
本ファンドは、主としてマザーファンドへの投資を通じて、株式などの値動きのある証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります。）を投資
対象としており、元本や一定の投資成果が保証されているものではありません。以下のリスクは特に記載のない限りマザーファンドについて記載してお
りますが、当該リスクは結果的に本ファンドに影響を及ぼします。特に本ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて主に外国株式へ投資を行います
ので、組入株式の価格の下落や、組入株式の発行体の財務状態の悪化等の影響により、その信託財産の価値が下落し、結果として本ファンドが
損失を被ることがあります。
したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。信
託財産に生じた利益及び損失は、全て投資者に帰属します。また、投資信託は預貯金と異なります。

主な変動要因

株価変動リスク 本ファンドは、マザーファンドを通じて主にインド、ベトナムの株式に投資を行います。投資を行う株式の大幅な価格変動等
があった場合、本ファンドの基準価額は影響を受け、大きく損失を被ることがあります。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

信用リスク

本ファンドが実質的に投資対象とする企業の経営等に直接・間接を問わず重大な危機が生じた場合には、基準価額は
影響を受け、損失を被ることがあります。なお、マザーファンドが投資するベトナムの証券取引所に上場されている株式等
の値動きに連動する債券については、債券の発行者に起因するリスクのほか、対象とする企業の株価の影響を受けますの
で、対象企業が倒産や大幅な業績悪化に陥った場合は、当該債券の価値が大きく下落し、本ファンドの基準価額は影
響を受け、大きく損失を被ることがあります。

カントリーリスク

マザーファンドの投資対象株式発行体が所在する国々は、金融市場や政情が不安定であることから、金融市場や政情
に起因する諸問題が株価や通貨に及ぼす影響は、先進国より大きいことがあります。また、それらの国々における株式・通
貨市場は規模が小さく、流動性が低い場合があり、結果としてそれらの市場で取引される株式・通貨の価格変動が大きく
なることがあります。さらに、それらの諸国においては、政府当局が一方的に規制を導入したり、政策変更を行うことによっ
て証券市場に対し著しく悪影響を与えることがあります。また、証券取引所、会計基準、法規制等に関する制度が先進
国市場とは異なる場合があり、運用上予期しない制約を受けることがあります。この場合、本ファンドの基準価額は影響を
受け、大きく損失を被ることがあります。
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、
　 その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。
○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。
○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。
○投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。
○お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。

投資リスク

インド株式における留意点
（税制に関する留意点）
インド株式への投資部分に対してはインドの税制にしたがって課税されます。インドにおいては非居住者による１年を超えない保有有価証券の売買
益に対して15％のキャピタル・ゲイン課税が、さらに当該売却益に対してその他の税（以下、あわせて「キャピタル・ゲイン税等」といいます。）が適
用され、キャピタル・ゲイン税等の実効税率は最大17.7675％になります。 また、有価証券の売買時に売買代金に対して0.1％の有価証券取引
税が適用されます（2017年11月現在）。マザーファンドはインドにおけるキャピタル・ゲイン税等の計算にあたり、現地の税務顧問を使用しますの
で、当該税務顧問に対する費用が発生します。これらの税金及び費用は信託財産から差引かれます。

（非課税利得の帰属について）
インドにおいては非居住者による１年を超える保有有価証券の売買益は、キャピタル・ゲイン税等の対象となりません。本ファンドは追加型ですの
で、マザーファンドが１年を超えて株式を保有し、キャピタル・ゲイン税等を負担しなかった場合の利得（以下「非課税利得」といいます。）は、マ
ザーファンドが株式の売却を行った時点の本ファンドの投資者に帰属し、本ファンドの受益権を１年以上保有している投資者のみに帰属するもので
はありません。また、本ファンドの設定後、マザーファンドを投資対象とする他のファンドが設定された場合には、非課税利得は本ファンドの投資者の
みに帰属するものではなく、他のファンドの投資者にも帰属することになります。

その他の留意点

・ 本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・ 収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。
・ 収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
・ 投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
・ 収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

リスクの管理体制
委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。
なお、デリバティブ取引については、社内規則に基づいて投資方針に則った運用が行われているか日々モニタリングを行っています。

本資料のご留意点
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

購入代金 販売会社の定める期日までにお支払いください。

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／海外／株式

お申込みメモ

購入単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の基準価額（ファンドの基準価額は1万口当たりで表示しています。）

換金単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額となります。換金手数料はかかりません。

換金代金 原則として、換金請求受付日から起算して7営業日目以降にお支払いいたします。

購入・換金申込
受付不可日

次のいずれかに該当する場合は、購入・換金のお申込みの受付を行いません。
・インド、ベトナムの証券取引所休業日
・インド、ベトナムの銀行休業日

申込締切時間 原則として、午後3時までに販売会社が受付けた分を当日のお申込み分とします。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

購入・換金
申込受付の中止

及び取消し

金融商品取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情等があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止
すること、及び既に受付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消す場合があります。

信託期間 無期限（設定日：2007年7月25日）

繰上償還 受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合等には繰上償還となる場合があります。

決算日 毎年6月4日及び12月4日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 年2回決算を行い、収益分配方針に基づき分配を行います。
※販売会社によっては、分配金の再投資コースを設けています。詳しくは販売会社までお問い合わせください。

課税関係
課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度及び未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
※税法が改正された場合には、変更となる場合があります。
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投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 購入申込金額に3.24％（税込）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た金額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に対して0.3％を乗じて得た額を、ご換金（解約）時にご負担いただきます。

その他費用
及び手数料

ファンドの監査費用、有価証券等の売買委託手数料、先物取引やオプション取引等に要する費用、保管費用等本ファ
ンドの投信に関する費用、信託財産に関する租税、信託事務の処理等に要する諸費用及びこれらに対する税金をファン
ドより間接的にご負担いただきます。また、マザーファンドにおける株式売買にかかるキャピタル・ゲイン税等は、保有有価証
券の売却時に発生し、その課税額は期間按分等の調整を行うことなく、税額が確定次第速やかにその全額がマザーファ
ンドに費用計上されます。また、インドで使用したキャピタル・ゲイン税等の計算にかかる税務顧問に関する費用もマザー
ファンドに費用計上されます。
※ これらの費用は、監査費用を除き運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを示すことができません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用

ファンドの日々の純資産総額に年2.16%（税抜：年2.0％）を乗じて得た金額とします。運用管理費用（信託報
酬）の配分は下記の通りとします。なお、当該報酬は、毎計算期末または信託終了のときファンドから支払われます。

運用管理費用（信託報酬） 年2.1677％（税抜：年2.00％）

内
　
　
　
訳

委託会社 年1.3176％（税抜：年1.22％）
（信託報酬）

販売会社 年0.7564％（ 税抜：年0.70％）

受託会社 年0.0864％（ 税抜：年0.08％）

販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三井住友信託銀行株式会社　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）

14



販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

ＳＢＩインド＆ベトナム株ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／海外／株式

○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長
（金商）第20号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号 ○ ○

○

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第110号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第195号 ○ ○ ○

カブドットコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第61号 ○ ○

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長
（金商）第20号 ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

日産証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第131号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第164号 ○ ○

フィリップ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第127号 ○ ○

岡三オンライン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第52号 ○ ○ ○

株式会社群馬銀行 登録金融機関 関東財務局長
（登金）第46号 ○ ○

■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。

ファンドのご購入の際は、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

15


